山口市在宅復帰支援事業実施要綱
（目　的）
第１条　この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する要支援又は要介護状態区分の認定を受けている者が、介護保険施設入所中又は医療機関入院中である場合に、介護保険サービス及び介護予防・生活支援サービス事業を利用して在宅に試行的に外泊することにより、退所、退院後の日常生活における不安を軽減し、在宅復帰の促進及び支援を図ることを目的とする。
（利用対象者）
第２条　市内に住所を有し、介護保険（介護保険法第２条に規定する介護保険をいう。）の要支援又は要介護状態区分の認定を受け、介護保険施設入所中又は医療機関入院中の者で、退所後又は退院後に利用を予定している在宅サービスを、試行的な外泊期間に利用することにより、在宅復帰を果たすことを希望する者とする。
（サービスの内容等）
第３条　対象の在宅サービスは介護保険法第８条、第８条の２並びに第１１５条の４５第１項第１号イ及びロに規定するもののうち、次に定めるサービスとする。
　（１）訪問介護・介護予防訪問介護
（２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護
（３）訪問看護・介護予防訪問看護
（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション
（５）通所介護・介護予防通所介護
（６）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション
（７）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与　
（８）認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護
（９）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護　

（10）第１号訪問事業（訪問型サービス）

（11）第１号通所事業（通所型サービス）
２　前項に定める在宅サービスを提供する事業者（以下「サービス提供事業者」という。）は市内あるいは隣接する市町に事業所を有するものとする。ただし、前項第１０号及び第１１号については、山口市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の指定等に関する要綱の規定に基づき指定を受けた事業所とする。
（助成対象日数）
第４条　利用者１人当たりの１回の利用日数は、原則６日以内とし、年間２回までとする。
（利用限度額）
第５条　本事業の利用限度額は、要介護状態区分等に応じ、１回の申請につき、次に定める単位数を上限とし、サービス利用単位については介護保険サービスの単位に準ずる。
　（１）要支援１・２　　３，５００単位
　（２）要介護１　　　　３，５００単位
　（３）要介護２　　　　３，９４０単位
　（４）要介護３　　　　５，４０９単位
　（５）要介護４　　　　６，１８７単位
　（６）要介護５　　　　７，２４３単位
２　要支援者で第３条第１項第１号、第５号及び第６号の月単位となる定額サービスを利用する場合には前項第２号（要介護１）のサービス利用単位に準ずるものとする。
３　第３条第１項第９号の月単位となる定額サービスを利用する場合には、月単位の単位数を３０で除した単位数に外泊日数を乗じてサービス利用単位を算定するものとする。
（助成額）
第６条　本事業に係る助成額については、利用限度額内で在宅サービス利用に要した費用のうち、介護保険の自己負担割合に相当する額を除いた額を助成する。ただし、生活保護の受給者が在宅サービスを利用した場合には全額を助成する。
２　市長は、前項に規定する助成金をサービス提供事業者に直接支払うものとする。
（申　請）
第７条　本事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、山口市在宅復帰支援事業利用申請書に在宅復帰支援事業利用計画書を添付して市長に申請しなければならない。
（利用の決定等）
第８条　市長は、前条の規定による申請書を受理したときには、速やかに利用の可否を決定し、別に定める山口市在宅復帰支援事業利用決定（却下）通知書により申請者に通知するものとし、同時に申請者の希望するサービス提供事業者に対し、サービスの利用決定状況の通知を行うものとする。
（申請の代行等）
第９条　第７条に規定する本事業の申請手続きは介護保険法に基づき指定を受けている指定居宅介護支援事業者（介護保険法第７９条の指定居宅介護支援事業者をいう。以下「居宅介護支援事業者」という。）又は山口市の各地域包括支援センター（介護保険法第１１５条の４６に規定する地域包括支援センターで、各圏域に設置されたものをいう。以下、「包括支援センター」という。）において代行することができる。
（実績報告）
第１０条　第８条の決定通知を受けた申請者（以下「利用者」という。）は、在宅サービスを利用した後、速やかに居宅介護支援事業者又は包括支援センターを通して山口市在宅復帰支援事業利用実績報告書を市長に提出しなければならない。
（助成額の確定）
第１１条　市長は、前条の実績報告を受けたときは、在宅復帰支援事業利用計画書に基づいて審査し、適当と認めたときは、別に定める山口市在宅復帰支援事業助成額確定通知書により当該利用者及びサービス提供事業者に対し通知するものとする。
（計画書作成等に係る手数料）
第１２条　市長は、居宅介護支援事業者又は包括支援センターが介護予防支援業務の一部（介護保険法第１１５条の２３第３項）を委託した居宅介護支援援事業者（以下「受託居宅介護支援事業者」という。）に対し、在宅復帰支援事業利用計画書の作成等に要した費用として、当該試行外泊につき、在宅復帰支援事業利用計画書作成料として、１件につき金５，０００円を支払う。ただし、本事業の利用者で当該月に在宅復帰支援事業利用計画書を作成した居宅介護支援事業者が居宅サービス計画書（介護保険法第４６条の居宅サービス計画書をいう。）又は受託居宅介護支援事業者が介護予防サービス計画書を作成した場合には、在宅復帰支援事業利用計画書作成料の支払いは行わない。
（利用者負担）
第１３条　当該利用者は、在宅サービスを利用した後、サービス利用状況に応じ、市からの助成額を除いた額を、速やかにサービス提供事業者に対し支払わなければならない。
（その他）
第１４条　この要綱に定めるもののほか、本事業の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
　（施行期日）
　この要綱は、平成１８年８月１日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）
　この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）
この要綱は、平成２２年１月１６日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）
この要綱は、平成２２年８月１日から施行する。
附　則
　（施行期日）
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則
（施行期日）
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附　則
（施行期日）
この要綱は、平成２９年１２月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。

山口市在宅復帰支援事業利用決定（却下）通知書
　第　　　号
　　年　　月　　日
　　《申請者》　　様
                                        山口市長　　
　　年　　月　　日付けで申請のあったこのことについて、山口市在宅復帰支援事業実施要綱の規定に基づき、下記のとおり決定します。

記
１　本事業の利用を決定します。

（１）利用者
	住　　　　所
	山口市

	氏　　　　名
	                 

	生年月日
	　明治・大正・昭和　　　　年　　　月　　　日　


（２）サービスの内容

	サービス内容
	
	（介護予防）訪問介護
	
	（介護予防）通所介護

	
	
	（介護予防）訪問入浴介護
	
	（介護予防）通所リハビリテーション

	
	
	（介護予防）訪問看護
	
	（介護予防）福祉用具貸与

	
	
	（介護予防）訪問リハビリテーション
	
	

	利用期間
	　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


（３）試行外泊期間中の相談・調整者
　　　　《居宅介護支援事業者名》　《介護支援専門員名》　　《連絡先（TEL）》
（４）利用料（サービス提供事業者へお支払いください。）
　　　本事業利用に係る費用のうち助成額を除いた額
（５）その他
　　　詳細については、サービス提供事業者よりご連絡します。

２　本事業の利用を却下します。

却下の理由


第　　　号
　　年　　月　　日
　　《サービス提供事業者》　　様
                                        山口市長　
山口市在宅復帰支援事業利用決定について
　このことについて、在宅復帰支援事業利用計画書に基づき、本サービスの利用を決定しましたので、下記のとおりお知らせします。

記
１　利用者
	住　　　　所
	山口市

	氏　　　　名
	                 

	生年月日
	　明治・大正・昭和　　　　年　　　月　　　日　


２　サービスの内容

	サービス内容
	
	（介護予防）訪問介護
	
	（介護予防）通所介護

	
	
	（介護予防）訪問入浴介護
	
	（介護予防）通所リハビリテーション

	
	
	（介護予防）訪問看護
	
	（介護予防）福祉用具貸与

	
	
	（介護予防）訪問リハビリテーション
	
	

	利用期間
	　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


３　その他
・決定内容については、担当介護支援専門員から説明を受けてください。

・サービス提供の詳細について、利用者に説明をしてください。　

山口市在宅復帰支援事業利用実績報告書
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

山口市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　　　　　　　　

別紙（在宅復帰支援事業実績報告書）のとおり、在宅サービスを利用したこと

を報告します。

　

　　　　　　　　山口市在宅復帰支援事業助成額確定通知書
第　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　年　　月　　日
《申請者》　様
　　　　　　　　　　　　　　　　山口市長　
　　年　　月　　日付けで申請のあった山口市在宅復帰支援事業について、山口市在宅復帰支援事業実施要綱の規定に基づき、下記のとおり助成します。

　つきましては、本事業利用中に要した費用のうち、助成額を除く利用額をサービス提供事業者「　　　　　　　　　」へお支払いください。
記
１　助成額　　　　　　金　　　　　　　　　　円
２　利用者
	住　　　　所
	山口市

	氏　　　　名
	                 

	生年月日
	　明治・大正・昭和　　　　年　　　月　　　日　


３　サービスの内容

	サービス内容
	
	（介護予防）訪問介護
	
	（介護予防）通所介護

	
	
	（介護予防）訪問入浴介護
	
	（介護予防）通所リハビリテーション

	
	
	（介護予防）訪問看護
	
	（介護予防）福祉用具貸与

	
	
	（介護予防）訪問リハビリテーション
	
	

	利用期間
	　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　

　 　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　年　　月　　日　　山口市在宅復帰支援事業

サービス提供事業者　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山口市長　
山口市在宅復帰支援事業助成額確定通知書
このことについて、山口市在宅復帰支援事業利用に際して要した費用のうち下記のとおり助成することとなりましたので通知します。

記

１　助成額　　　　　　金　　　　　　　　　円
２　利用者
	住　　　　所
	山口市

	氏　　　　名
	                 

	生年月日
	　明治・大正・昭和　　　　年　　　月　　　日　


３　サービスの内容

	サービス内容
	
	（介護予防）訪問介護
	
	（介護予防）通所介護

	
	
	（介護予防）訪問入浴介護
	
	（介護予防）通所リハビリテーション

	
	
	（介護予防）訪問看護
	
	（介護予防）福祉用具貸与

	
	
	（介護予防）訪問リハビリテーション
	
	

	利用期間
	　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


請　求　書

金　　　　　　　　　　　　　　円

但し、山口市在宅復帰支援事業に係る在宅復帰支援事業利用計画書作成料として請求します。

（内訳）

１　計画書作成料　５，０００円×　　　　件　　　＝　　　　　　　　　　円

２　計画作成利用者
	氏 名
	
	住 所
	

	氏 名
	
	住 所
	

	氏 名
	
	住 所
	


　　　　　　　年　　　月　　　日

山口市長　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者名　　　　　　         　印
	金融機関
	

	預金種別
	当　座　　／　　普　通
	口座番号
	

	（フリガナ）

名義人
	


